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20 住友商事株式会社

At a  Glance

金属 輸送機・建機 機電

「改革パッケージ」に始まり、現在の「AG Plan」にいたる4つの中期経営計画を通じて、それぞれの事業部門で資産

の入替えや収益性の高い資産の積み増しを通じて、コア事業の強化及び収益基盤の拡大を行ってきました。その結果、

基礎収益は着実に増加し、かつ特定の分野に依存しないバランスの取れた事業ポートフォリオを構築しています。

戦略分野

•スチールサービスセンター等薄板関連事業

•鋼管SCM

•アルミ地金・チタン

•自動車関連製品の加工・製造事業

•工具鋼加工・流通業

戦略分野

•自動車バリューチェーン

•建機事業

•船舶事業

•航空機・輸送機リース

戦略分野

•電力事業投資（IPP／IWPP）

•電力・プラントEPC

•通信事業投資

•環境・省エネ

•社会・産業インフラ

2005年度
基礎収益
1,583億円
（実績）

国内ブロック･支社　4.5％

輸送機･建機　15.2％

金属　13.4％

生活産業　2.1％

生活資材･建設不動産　6.3％

海外現地法人･海外支店　21.1％

 消却又は全社　1.8％

金融･物流　4.7％
機電　4.9％

情報産業　7.6％

化学品　4.4％
資源･エネルギー　14.0％

基礎収益の推移

（億円）
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注）基礎収益＝（売上総利益－販売費及び一般管理費－利息収支＋受取配当金）×（1－税率）＋持分法損益（税率は2003年度以前は42％、2004年度以後は41％）
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生活産業 生活資材・建設不動産 金融・物流

情報産業 化学品 資源・エネルギー

戦略分野

•生鮮食品

•肥料

•食品スーパー

•ブランド事業

•ドラッグストア

戦略分野

•タイヤ

•木材建材

•生コン

•オフィスビル・商業施設賃貸事業

•マンション分譲事業

•不動産再開発ビジネス

•不動産ファンド

戦略分野

•コモディティビジネス

•投資顧問ビジネス

•直接投資・ファンド投資

•高付加価値物流ネットワーク

•海外工業団地

戦略分野

•ケーブルテレビ事業

•放送メディア事業

•ITソリューション事業

•EMS事業

•通信・移動体ビジネス

戦略分野

•合成樹脂

•有機化学品

•資源性無機化学品

•電子機能化学品、電池材料等の先端技術

•医療、医薬

•農薬

•ペットケア事業

戦略分野

•銅・金

•石炭

•石油・ガス

•LNG

•ウラン

•炭素

•亜鉛

•ニッケル

基礎収益の推移
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当期純利益と基礎収益の推移 リスク・リターン／リスクアセット計画

01年度 02年度 03年度 05年度04年度

リスクアセット（億円）Step Up Plan AA Plan AG Plan
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AA Plan
（実績）

AG Plan
（計画）

当期純利益

基礎収益

金属

大久保　憲三 金属事業部門長

バリューチェーンの拡大と付加価値の高い独自のサービスに強み

当事業部門は、鋼材・鋼管をはじめとする鉄鋼製品のほか、アルミやチタン等あ

らゆる金属製品について、それぞれのバリューチェーンを拡げながら、顧客のニー

ズに対応した独自のサービス機能を発揮したビジネスを展開しています。

国内外で、自動車・家電・建材に使用される薄板の加工・在庫機能を持つスチー

ルサービスセンターの拠点と規模を拡大しています。鋼管分野では、石油・天然ガ

ス会社向けに、当社独自のＳＣＭ（サプライ・チェーン・マネジメント）システム

「TIMS*」を世界中で駆使し、更にそのネットワークの拡充を図っています。このほ

か、自動車部品の新規需要に対応するため、薄板、鋼管、鍛造品、工具鋼の加工・

製造事業を幅広く展開する等、更に顧客に対するサービス向上に努めています。

*TIMS：Tubular Information Management System

の主力鋼管事業会社を核に、全国の販売網の整備・拡充を

進め、更に強固な基盤作りを進めていきます。

また、薄板分野では、その需要を的確に捕捉しながら、引

き続きスチールサービスセンター事業を強化・拡充していく

とともに、国内では建材分野への積極的取り組みや、東南

アジアなどでは亜鉛鉄板製造事業の展開などバリュー

チェーンを拡大していきます。

自動車メーカーの積極的な進出が続く中国などでは、自

動車部品の新規需要に対応するため、薄板のみならず、鋼

管、鍛造品、金型用工具鋼など幅広い品揃えときめ細かな

サービスを目指す加工事業の展開を推進していきます。こ

のほか、車輪やレールなど鉄道用資材の北米やアジア向け

輸出にも注力していきます。

非鉄金属分野では、アルミ地金の権益取得や製錬プロ

ジェクトへの参入を目指します。航空機など需要の伸びが大

きいチタンについては、新たな部を設立し、世界各地の需

要を捉え取扱量の増加を目指します。

事業環境とAG Planにおける基本方針・重点戦略
鉄鋼・アルミ業界では、原材料価格やエネルギー価格の動

向、また中国の需給動向など懸念要因はあるものの、当面、

内外ともに堅調な需要が続くと見込まれます。中でも、原

油・ガス価格の中期的な高値推移を背景に、鋼管、厚板など

のエネルギー関連分野の需要は底堅く推移すると見られま

す。中国や東南アジアの自動車・家電産業の成長を背景に、

日本からの高級鋼材の輸出も高水準で推移する見通しです。

このような環境下、当事業部門は、優良なリスクアセット

の積極的な積み増しによる収益基盤の拡大を目指していま

す。各分野・各地域における事業拠点の整備・拡充を図って

いくことはもちろんのこと、Ｍ&Ａを駆使して事業基盤とバ

リューチェーンの拡大を図ることにより、付加価値を高め、

競争力の強化を目指します。

鋼管の供給から在庫・加工・検査・輸送・修理までの一貫し

たサービスを提供するＳＣＭ事業では、更に海外拠点網の拡

充や切断・加工設備の増強を行うなど、原油・天然ガス会社

向けのトータルサービスプロバイダーとしての機能強化を

図っていきます。また、国内では、関東・関西地区にある2つ
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2005年10月に買収した谷本鐵鋼は、大阪本社のほか、千葉・広島にもスチール
サービスセンターを持ち、年間60万トンの加工能力を保有しています。同社グルー
プは、鋼板2次加工やスチール家具の製造販売会社も保有するなど全国で幅広い
薄板加工事業を展開しています。

写真の北海油田向けオペレーションなど、石油・天然ガス会社向けの油井管を中心

とした鋼管SCM事業は、当社独自のシステム「TIMS」を駆使することにより、現在、
世界10カ国で展開し、そのネットワークを着実に拡げています。

2005年度は収益基盤の拡大に向けて、国内最大規模の

スチールサービスセンターを保有する谷本鐵鋼㈱や、薄板

建材部品メーカーの双福鋼器㈱を買収しました。また、㈱神

戸製鋼所とスチールサービスセンターの共同設立と同社の

厚板溶断事業への出資に合意しました。海外では、アラブ首

長国連邦のドバイ、ベトナムのダナン、中国の大連において、

新たなスチールサービスセンターを設立、内外の年間加工

能力は720万トンに拡大しました。

鋼管分野では、カタールのLNGプラント向け海底ガスパ

イプライン用大径溶接鋼管を大量受注しました。

ステンレス分野では、兼松USA㈱から北米最大手のステ

ンレス卸売りであるKG Specialty Steelを譲り受け、2006

年に当社事業会社と統合し、Summit Stainless Steelと

して新たなスタートを切りました。

このほか、自動車部品等の新規需要を取り込むため、中

国では上海に加え、佛山（広東省）及び大連で金型用工具

鋼の加工・販売拠点を立ち上げたほか、ポーランドでは、自

動車の駆動・エンジン部品に使用される鍛造品の製造・販売

会社を設立しました。

2005年度の実績と2006年度（AG Plan最終年度）の計画

業績ハイライト （億円）

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

売上総利益 366 372 420 499 654

持分法損益 11 19 6 33 41

当期純利益 45 63 76 133 189

基礎収益 61 71 79 140 212

総資産 3,141 3,441 3,904 4,726 6,628

（億円）

AA Plan AG Plan
（実績） （計画）

リスクアセット（04年度末、06年度末） 750 1,110

リスク・リターン（2年平均） 15.4% 19.0%

2005年度の業績は、鋼管、厚板、非鉄金属取引が全般的

に堅調に推移し、また新規買収案件の貢献により、売上総利

益は前年度比155億円増の654億円となりました。また、当

期純利益は、前年度比56億円増加し189億円となりました。

2006年度は、AG Planの基本方針に沿って各施策を着実

に実行し、引き続き鋼管SCM事業や自動車部品事業の基盤

拡大、中国での工具鋼加工・流通ネットワークの構築を一層

推進します。また、買収した谷本鐵鋼グループ各社、双福鋼

器を中心に、そのシナジー効果を最大限に発揮すべく薄板

建材分野の強化・拡大を図っていきます。

AG Plan期間中のリスクアセットは、国内外での新規事業

買収等を通じて、360億円積み増し、2006年度末時点では、

1,110億円となる見通しです。AG Plan2年平均のリスク･リ

ターンは、19.0％となる見通しです。
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当期純利益と基礎収益の推移 リスク・リターン／リスクアセット計画

01年度 02年度 03年度 05年度04年度

リスクアセット（億円）Step Up Plan AA Plan AG Plan
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Step Up Plan
（実績）

AA Plan
（実績）

AG Plan
（計画）

当期純利益

基礎収益

輸送機・建機

大森　一夫 輸送機・建機事業部門長

自動車事業における幅広いバリューチェーン展開が特長

当事業部門は、自動車、船舶、航空機、鉄道などの輸送機、及び建設機械について、

川中から川上、川下分野へと事業を展開しています。

自動車事業では、部品製造事業、ディーラー、金融事業など幅広いバリューチェーンを

構築しています。中でも、自動車金融事業は、11ヶ国で展開し、国内第2位の住商オート

リース㈱やインドネシアでトップ3の一角であるP.T. Oto Multiarthaを擁しています。

船舶事業では、商社で唯一製造メーカーである㈱大島造船所に出資しており、自

社船事業も展開しています。航空機では主にリース事業や航空宇宙関連の事業投

資を行っています。

建設機械分野ではコマツ製品を中心とした海外事業展開を1つの強みとし、建機

取扱高は商社中トップです。

ティング事業などの領域で基盤構築を進めます。また、国内

では、住商オートリースを核に、レンタカー事業、中古車

オークション事業などを機動的に展開していきます。

建設機械では、北米、スペイン、中国、ロシア、ウクライナ

などで展開しているコマツ建機代理店事業について、M&A

の手法も活用した代理店網の強化や、欧州を含む新市場へ

の拡大を推進します。また国内・海外におけるレンタル事業

基盤の強化・拡大、更に関連機械を含む建機周辺分野への

事業進出に取り組みます。

自社船事業、航空機リース事業では、保有アセットポート

フォリオの拡充と収益力強化を図りつつ、コンテナ、航空機

エンジンなどのリース事業や航空関連の機器補修ビジネス

も推進します。

また、鉄道車輌の輸出、海外での鉄道や空港内自動旅客

輸送システム建設といった交通プロジェクトや、車輌製造事

業、貨車などの鉄道車両リース事業の拡大も目指します。

事業環境とAG Planにおける基本方針・重点戦略

自動車は、中国、インド、ASEAN諸国を中心に、建機は、

北米、欧州を中心に市場拡大が見込まれ、国内市場も堅調

に推移する見通しです。また、好調な海運市況を背景とした

新造船需要も堅調に推移する見込みです。一方で、自動車

金融事業、建機事業、航空業界における競争激化には注意

を要します。

このような中、AG Planの2年間は、ポストAG Planでの

成長を見越した体力増強の期間と位置付けています。競争

優位にある分野の事業を徹底して強化・拡大する一方で、新

規事業領域への参入を加速し、新たな収益基盤の構築を推

進します。これら両面からの事業基盤強化により、好調な事

業環境の恩恵を十分に享受しつつも中長期的な成長を可能

にする、バランス良い事業ポートフォリオの構築を進めてい

きます。

自動車では、全世界約30ヶ国で展開している自動車金融

事業、自動車流通事業などの強化・拡大に加えて、自動車部

品製造業や、㈱住商アビーム自動車総合研究所のコンサル
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当社がベトナムで運営しているホーチミンシティのディーラー会社Toyota Ly
Thuong Kiet。ベトナムでは自動車市場の拡大が見込まれており、当社はトヨ
タ車のディーラー展開を積極的に推進しています。

当社が欧州大手LNGトレード会社向けに、20年間の長期傭船契約を締結した積載
容量154,200m3のLNG船（同型船）。船舶事業では、傭船船舶の多様化を積極的
に推進しています。

2005年度は、自動車で、中核子会社の住商オートリース

を完全子会社化し、従来以上に機動的なM&Aを実施するこ

とにより、一層の規模の拡大を図れる体制を整えたほか、日

興アントファクトリー㈱と共同で自動車流通業界特化型の投

資ファンドを設立しました。

建機では、カナダにてレンタル事業の拠点増設や森林機械

用部品事業への進出など、M&Aを通じて事業を強化しました。

船舶では、当社、㈱商船三井及びエルエヌジージャパン㈱

の3社による合弁会社を通じて、新造LNG船の2009年から

20年間の長期定期傭船契約をスエズLNGトレーディング会

社と締結しました。

航空機では、従来の民間航空機リース事業に加え、エア

ライン業界の幅広いニーズに応えると同時に、リース事業に

おける保有資産の多様化を狙い、航空機エンジンリース事

業に参入しました。

このほか、日本車輌製造㈱と共同で出資している台湾の

車輌製造会社を通じて、台湾の通勤電車160両を受注した

ほか、日本車輌製造と共同で、米国ヴァージニア鉄道公社よ

り鉄道車輌61両を受注しました。

2005年度の実績と2006年度（AG Plan最終年度）の計画

2005年度の業績は、船舶事業の好調やアジアにおける自

動車金融事業の堅調な推移を背景に、売上総利益は前年度

比12.5%増の1,275億円、当期純利益は前年度比63億円増

の198億円となりました。

2006年度は、成長が期待できるASEAN諸国、インド、中

国を中心に自動車事業の更なる拡大を進め、建機の海外販

売・レンタル事業の拡大も図ります。特に自動車部品製造で

は、ブレーキディスクを製造する㈱キリウの海外進出を図り、

高度な技術が求められながらも技術自体が陳腐化しにくい

分野における、新たな部品メーカーの獲得を目指します。

AG Plan期間中のリスクアセットは、住商オートリースの

完全子会社化やアジアにおける自動車金融事業の拡大を通

じて、780億円積み増し、2006年度末時点では、1,830億円

となる見通しです。AG Plan2年平均のリスク･リターンは、

14.2％となる見通しです。

業績ハイライト （億円）

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

売上総利益 784 862 986 1,133 1,275

持分法損益 14 16 29 38 40

当期純利益 42 56 96 135 198

基礎収益 67 112 148 206 241

総資産 7,405 7,649 7,930 8,715 10,370

（億円）

AA Plan AG Plan
（実績） （計画）

リスクアセット（04年度末、06年度末） 1,050 1,830

リスク・リターン（2年平均） 13.0% 14.2%
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機電

廣瀬　修二 機電事業部門長

アジアを中心とした電力プロジェクトで強みを発揮

当事業部門は、電力事業、電力・プラントEPC*、通信事業、環境・省エネルギー、

社会・産業インフラといった分野において、トレードと事業の最適な組み合わせを

実現し、収益基盤の拡大を推進しています。

特に、アジアにおける電力プロジェクトでは、ファイナンス、リスク管理機能を含

めたプロジェクト組成・遂行能力に強みを発揮しており、設計から買い付け・建設ま

でを請け負うEPCの納入実績は約4.2万MWと商社トップクラスです。また、EPC

を通じて蓄積されたノウハウを活かし、海外電力事業を積極的に拡大しており、

2005年度末の保有発電容量は約2,800MWです。
*EPC（Engineering, Procurement and Construction）：工事込プラント建設請負形態

EPC案件では、機能の高度化を推し進め、アジア、中東な

どにおける新たな受注を目指します。

通信事業では、既存事業の拡大に加えて、新興国・発展途

上国での携帯電話事業の発掘や、携帯電話の周辺関連事業

に対する新規投資も進めていきます。

環境・省エネ事業では、エネルギーサービス事業、リサイ

クル・廃棄物処理事業、太陽光・風力発電や地域冷房事業な

どの環境配慮型ビジネスを通じて地球環境保全に貢献する

とともに、成長分野での事業機会を拡大していきます。

社会・産業インフラ事業では、国内関係子会社の連結収益

基盤の拡大とともに、国内・海外での各種インフラ事業の多角

的な取り組みを目指します。

また、国内電力事業では、競争力ある電源の確保・開発に

注力し、小売供給規模500MWの体制を整えることを目指し

ます。

*1 IPP（Independent Power Producer）：独立発電事業者
*2 IWPP（Independent Water & Power Producer）：独立発電造水事業者

事業環境とAG Planにおける基本方針・重点戦略

電力分野では、新興国・発展途上国を中心に電力需要の

増加と電力自由化の流れが加速しています。一方で、発展途

上国のカントリーリスクやEPCの施工リスクなどはあるもの

の、ビジネスチャンスは確実に拡大しています。通信分野に

関しては、固定電話市場は衰退する一方、ブロードバンドと

携帯電話事業は依然成長しており、市場も世界的に拡大傾

向にあります。環境・省エネ事業については、環境規制の強

化や各種助成制度が充実する方向にあり、事業機会も増大

しています。

このような環境のもと、当部門の基本戦略は、EPC案件

の継続受注と、インフラを中心とした事業の開発・運営を両

輪とした、収益基盤の強化・拡大を推進することです。そし

て「基幹インフラの高度化を通じ、社会に貢献する機能集団」

を目指しています。

海外電力事業では、アジア、中東、米国を中心に

IPP*1/IWPP*2案件に取り組み、2010年までに保有発電容

量を6,300MWに拡大することを目指しています。また、
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事業権を取得したバーレーンHidd発電・造水プロジェクト。既設の発電・造水プラ
ント（発電容量：965MW、造水能力：日産30百万ガロン）に造水プラント（日産60
百万ガロン）を新設し、20年間にわたり発電・造水事業を行います。

広島エルピーダメモリ向けエネルギーサービス事業。エス・シー広島エナジー㈱を

設立、天然ガスを燃料としたガスエンジン・コジェネレーションシステム（33MW）
を設置し、15年間にわたり電力・熱の供給を行います。

2005年度は、IPP/IWPP案件において、バーレーンの

Hidd発電・造水プロジェクトやトルコのBirecik水力発電所

の事業権益を取得したほか、フィリピンのCBK水力発電所の

所有会社及び運営・管理会社を買収しました。電力EPCでは、

受注済みのマレーシアのTanjung Bin及びJimah発電所、

インドネシアのTanjung Jati B（TJB）石炭火力発電所の

工事が順調に進捗しました。

通信事業では、ロシアにおいて、携帯オペレーター事業、

無線ブロードバンド事業、携帯電話コンテンツ配信事業に参

入しました。

環境・省エネ事業では、広島エルピーダメモリ㈱に電力と

熱を供給するエネルギーサービス事業を開始したほか、茨

城県鹿嶋市で風力発電所の建設工事に着工しました。

2005年度の業績は、売上総利益は前年度比29億円減の

293億円となりましたが、当期純利益については、主にアジ

ア・米国・中東における電力事業が貢献し、前年度比42億円

増加の80億円となりました。

2005年度の実績と2006年度（AG Plan最終年度）の計画
2006年度は、中東・アジアを中心としたIPP/IWPP事業

の拡大により、2006年度末の海外保有発電容量3,700MW

を目指します。また、インドネシアのTJB発電所プロジェクト

は、2006年度中の工事完工とリース事業開始を目指します。

EPCでは、東南アジア・インド・東欧などでの大型案件の受

注を目指します。通信事業では、新規市場での投資機会を

狙うほか、環境・省エネ分野では、エネルギーサービス事業、

クリーンエネルギービジネス、ペットボトルリサイクル関連事

業などを推進します。

AG Plan期間中のリスクアセットは、電力事業、通信事業

を中心に、280億円積み増し、2006年度末時点では、940

億円となる見通しです。AG Plan2年平均のリスク･リターン

は、12.4％となる見通しです。

業績ハイライト （億円）

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

売上総利益 306 286 282 322 293

持分法損益 5 7 10 13 42

当期純利益 41 18 18 38 80

基礎収益 46 46 51 76 77

総資産 4,215 4,512 4,357 4,574 4,754

（億円）

AA Plan AG Plan
（実績） （計画）

リスクアセット（04年度末、06年度末） 660 940

リスク・リターン（2年平均） 4.7% 12.4%
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情報産業

井 伸吾 情報産業事業部門長

業界No.1またはトップクラスの中核会社を中心に収益基盤を確立

当事業部門は、「メディア」、「ネットワーク」、「エレクトロニクス」の3つの分野で収益

基盤を確立しています。

メディア分野は、ケーブルテレビ（CATV）の㈱ジュピターテレコム（J:COM）、多チャ

ンネル番組供給の㈱ジュピターTV（JTV）がそれぞれ日本最大規模を誇り、映画関連

事業を含め、インフラとコンテンツの両面から事業を展開しています。

ネットワーク分野ではITソリューション事業の住商情報システム㈱（SCS）、移動体

通信では携帯電話の販売台数が業界No.1の㈱エム･エス･コミュニケーションズ（MS

コム）を中心に、エレクトロニクス分野では、日系EMS*事業者として最大規模を誇る

スミトロニクスグループ（STX）を中心に、それぞれ活発に事業を展開しています。
*EMS（Electronics Manufacturing Services）：電子機器の受託製造サービス

ションを目指します。

移動体通信事業では、端末の高機能化に伴う買い替え需

要やナンバー・ポータビリティの導入などにより、端末販売の

活性化が見込まれます。MSコムでは引き続きM&Aを推進

し、規模の拡大により収益基盤を拡充します。

また、ネットビジネス分野については、当社のメディア事

業、リテール事業、物流事業におけるノウハウとリソースを

結集して事業拡大を図ります。

エレクトロニクス分野では、IT機器やデジタル家電などの分

野でアウトソーシングが促進され、EMS事業の市場拡大が見

込まれます。STXでは、高密度実装会社や設計会社への出資

や提携などによる機能アップを通じてビジネスの拡大を図り、

日系EMS事業者としてNo.1の地位を不動のものとします。

また、電子材分野では、半導体シリコンの販売拡大や、青

色LED・カーボンナノチューブなどの先端技術・素材の更な

る用途開発と販売拡大を推進するほか、加工などの機能・

サービスも強化していきます。

*1 VOD：ビデオ・オン・デマンド
*2 シネコン：シネマコンプレックス（複合映画館）

事業環境とAG Planにおける基本方針・重点戦略

情報産業分野は環境変化が激しい中、変化をビジネス

チャンスと捉え、更なる事業拡大を目指します。

メディア分野は、放送と通信の融合が進む中、コンテンツ

の製作・調達から、各種インフラを通じた配信まで、バリュー

チェーンを一層強化し、「総合メディアカンパニー」としての

地歩を固めています。

J:COMでは、近隣局との資本･業務提携やM&Aを通じ、

広域運営を推進すると同時に、地域密着サービスや技術革

新に対応してVOD*1などの新サービスを拡充します。

JTVでは、放送のデジタル化・ブロードバンド化に対応した

新規サービスを推進するとともに、コンテンツの充実とマル

チユースの基盤の強化を図ります。

映画事業では、シネコン*2事業を強化することにより映画

コンテンツの製作、配給、DVDの販売などのバリューチェー

ンを展開、シナジーを最大化し収益力を強化します。

ネットワーク分野では、SCSの技術力向上と外部企業との

資本・業務提携の推進により、統合ソリューション提供力の

強化を図り、ITソリューション業界におけるリーディングポジ
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ジュピターショップチャンネルは、日本のTV視聴可能世帯の3分の1以上に24時間体
制で番組を配信する日本最大のテレビショッピングチャンネルです。各商品分野専

属のバイヤーが、世界中から厳選した商品を毎週約700アイテムご紹介しています。

ユナイテッド・シネマは、2005年7月に日本AMCシアターズの4劇場を統合し、全
国に15劇場・161スクリーンを展開しています（2006年3月）。今後、新規サイトの
開業を進め、2006年10月には豊洲（東京都江東区）サイトを開業予定です。

2005年度は、メディア分野では、J:COMがデジタル化を推

進し、VODなどの双方向サービスやハイビジョン放送などの付

加価値サービスの充実を図り加入者を伸ばすとともに、近隣の

CATV局を買収し着実に事業基盤を強化しました。JTVはテレ

ビ通販会社ジュピターショップチャンネル㈱の売上拡大などに

より、業績を大きく伸ばしました。また、シネコンの買収により

収益基盤を強化するとともに映画製作･配給のアスミック･

エースエンタテインメント㈱を子会社化しました。

ネットワーク分野では、SCSが住商エレクトロニクス㈱と合

併し、ソフトウェア開発力、システム構築力、営業力を強化し、

ワンストップソリューションを実現できる体制を整えました。ま

た、MSコムがカルソニックコミュニケーション㈱を買収し、業

界最大規模の携帯電話販売体制を構築しました。

エレクトロニクス分野では、中国を中心にEMS事業の基盤

を拡大し、電子材では、半導体シリコン及び高輝度白色LED

ビジネスが拡大しました。

2005年度の実績と2006年度（AG Plan最終年度）の計画

2005年度は、上述の取り組みを通じ主要グループ会社の業

績が好調を維持し、売上総利益は前年度比7.0%増の472億円

となりました。当期純利益は149億円となり、J:COMのジャス

ダック上場に伴う利益計上があった前年度に比べて約100億

円減少しましたが、基礎収益は拡大基調にあります。

2006年度は、J:COM、JTV、ユナイテッド･シネマ㈱、MSコム

を中心にM&Aの推進などによる事業基盤の拡大を一層進めま

す。SCSでは成長分野に経営資源を集中し、コスト競争力の強

化を図ります。また、NECビッグローブ㈱における展開を含め、

eコマース事業の取り組みを強化していきます。更にEMS事業

では、特にデジタル家電関連のビジネス拡大、電子材分野では、

新素材の発掘及びサービス事業の拡大に取り組みます。

AG Plan期間中のリスクアセットは、メディア分野を中心に380

億円積み増し、2006年度末時点では、1,510億円に、また、AG

Plan2年平均のリスク･リターンは12.9％となる見通しです。

業績ハイライト （億円）

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

売上総利益 419 409 408 441 472

持分法損益 -102 -19 38 60 103

当期純利益 63 85 75 248 149

基礎収益 -84 6 78 94 120

総資産 2,914 3,392 3,750 3,750 4,417

（億円）

AA Plan AG Plan
（実績） （計画）

リスクアセット（04年度末、06年度末） 1,130 1,510

リスク・リターン（2年平均） 12.8% 12.9%
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化学品

松岡　嘉幸 化学品事業部門長

幅広い分野でグローバルビジネスを展開

当事業部門は、（1）合成樹脂（ポリエチレン、塩ビパイプ等）、有機化学品（エチ

レン、フェノール等）、資源性無機化学品（硫酸、ソーダ灰）等の「基礎化学品」、

（2）半導体、液晶ディスプレイ等の原材料、電池材料等の「電子・機能化学品」、

（3）医薬・医療、農薬、防疫薬、ペットケア用品等の「ライフサイエンス」の3分野

で、トレード及び事業投資を両輪にグローバルにビジネスを展開しています。

とりわけ自社船や貯蔵タンクを保有・活用したオレフィンのアジアにおける取扱

量は業界トップクラスです。また、硫酸の国際トレードでは、世界一のシェア（約

60％）を誇ります。

確保を目指した投資を推進し、排出権ビジネスにも積極的

に取り組みます。

「ライフサイエンス」では、医薬、農薬、ペットケアの分野

で事業基盤の拡大を目指します。

医薬分野では、新薬の自社開発、産学連携事業の強化を

推進していくほか、今後市場拡大が見込まれるジェネリック

医薬事業も展開していきます。また、医薬品関連の知的所

有権について従来の仲介ビジネスを一歩進め、自社所有に

よるビジネス展開を進めます。中国では、当社が出資した

河南天方薬業股 有限公司の医薬品の輸出と中国国内販売

に取り組みます。

農薬では、自社保有剤の確保、末端販売網の拡充を進め、

バリューチェーンの強化を図ります。

ペットケアビジネスでは、一昨年に買収したThe Hartz

Mountain Corporation（Hartz）にて、新規商品の開発

などによる北米における事業基盤の強化・拡大を進めると

ともに、日本市場向け販売を強化します。

事業環境とAG Planにおける基本方針・重点戦略

「基礎化学品」では、昨今の原油をはじめとする資源商品

の価格動向を背景に市況は全般的に高位安定する見込みで

すが、運賃の高騰は懸念材料です。

このような環境のもと、国際競争力のある供給ソースを確

保するための投資を推進するほか、自社船、タンク設備への

更なる投資などにより物流機能の強化と競争力の向上を目

指します。更にトレード機能の高度化、戦略的パートナーと

のアライアンス強化に注力します。また、国内有力加工メー

カーと組んで自動車部品・金型事業分野に進出します。

「電子・機能化学品」では、携帯電話、デジタル家電機器

等の需要増加によって取引量は拡大していますが、メー

カーの価格競争や素材・原料の獲得競争等、より厳しいビジ

ネス環境が見込まれます。半導体、回路基盤、電子部品の

材料といった電子機能材や電池部材関連を中心に、取り扱

い品目の拡充とともに、サプライ・チェーン・マネジメント

（SCM）型原料一括納入ビジネスや受託委託製造型ビジネ

スにおける機能の高度化を図ります。また新素材・新技術の
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米国の塩ビパイプの製造・販売の子会社であるCantexのReno工場（ネバダ州）。
同社は、経営戦略の見直しによる利益率の改善及び需要増大により大きく業績改善

を実現しました。引き続き収益基盤の強化に注力していきます。

2005年度に当社が資本参加した河南天方薬業股 有限公司（上海証券市場上場）。

同社が生産する医薬品バルク、医薬中間体を欧米、日本、アジア諸国へ輸出すると

同時に、同社の中国内の販売網を活用し、成長著しい中国の医薬品市場への本格

参入を目指します。

2005年度は、基礎化学品分野で世界的な需要の拡大を

背景に、石油化学の基礎原料取引が好調に推移したほか、

石油化学品トレーダーの買収等を通じグローバルネットワー

クを拡大しました。また、米国の塩ビパイプ製造子会社

Cantex Inc.が、経営改善及びパイプ市況の上昇により、過

去最高益を達成しました。

国内では、住友商事プラスチック㈱、住友商事ケミカル㈱、

住商化学品中部㈱の3社を合併しました。新生住友商事ケミ

カルとして、合成樹脂、有機化学品、電子機能化学品など広

範囲な分野において、グループ経営の一層の効率化・深化を

進め、更なる収益基盤の拡充を促進する体制を整えました。

2005年度の業績は、新生住友商事ケミカルの増益や

Cantexの好調な業績が寄与し、売上総利益は前年度比70

億円増の355億円となり、当期純利益は前年度比7億円増の

54億円となりました。

2005年度の実績と2006年度（AG Plan最終年度）の計画

2006年度は、基礎化学品分野では、買収した米国石油化

学トレーダーとの協業を進め、シナジー効果の追求とグロー

バルネットワークの更なる拡大を目指します。またCantex

の収益基盤の一層の強化に取り組みます。

電子・機能化学品分野では、インドネシア、中国での排出

権ビジネスのほか、燃料電池用触媒、ナノファイバー等の新

技術関連ビジネスの実現に注力します。

ライフサイエンス分野では、医薬で、沢井製薬㈱との合弁

会社であるメディサ新薬㈱を通じて、抗がん剤のジェネリッ

ク医薬品開発事業に参入します。また、中国の河南天方薬

業を中心に、中国製薬市場での業容拡大を図ります。更に、

ペットケアのHartzの調達合理化を支援し、製品の日本市場

での販売拡大にも注力します。

AG Plan期間中のリスクアセットは、河南天方薬業への資本

参加のほか、各分野における戦略的投資を通じて、200億円積

み増し、2006年度末時点では、540億円となる見通しです。AG

Plan2年平均のリスク･リターンは、14.5％となる見通しです。

業績ハイライト （億円）

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

売上総利益 255 236 228 285 355

持分法損益 0 0 9 4 8

当期純利益 17 11 -1 47 54

基礎収益 17 20 20 45 70

総資産 2,048 1,865 1,749 2,172 2,432

（億円）

AA Plan AG Plan
（実績） （計画）

リスクアセット（04年度末、06年度末） 340 540

リスク・リターン（2年平均） 7.1% 14.5%
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品川　道久 資源・エネルギー事業部門長

バランスの取れた資源権益ポートフォリオの厚みを増強

当事業部門では、銅、石炭、石油、LNG（液化天然ガス）を4本柱とする上流資

源権益をベースに中流・下流にビジネスを展開しています。１つの分野に大きく偏

らず、バランスの取れた資源ポートフォリオが特長であり、銅の持分生産量は年産

約12万トンと商社トップであるほか、商社で唯一金鉱山の権益も保有しています。

中流・下流の分野では、銅精鉱の対日輸入取扱高が商社トップのほか、当社50%

出資のエルエヌジージャパンでLNGの対日輸入契約量の約30％を扱っています。

また炭素ビジネスも商社トップクラスであり、LPG（液化石油ガス）の全国末端販

売も展開しています。

これらのほか、新エネルギー、クリーンエネルギーの開発も推進しています。

銅・金では、長期安定収益基盤を更に強化し、持分銅量商

社トップの地位を更に固めるとともに、鉱石のトレードで業

界トップを目指します。

石炭は、豪州を核とした上流権益の拡張と新規開発案件

を推進し、ロシア、中国を中心に新規ソースの開拓を含めて、

トレード収益を最大化します。

石油は、上流権益の買収を継続し、持分生産量の増大を

図ります。また、上流権益を確保することにより、グローバ

ル・トレードを拡大し、シナジーを発揮していきます。

ガス開発ではインドネシアのタングープロジェクトの開発

推進及び新規ソースの開拓を進めるとともに、米国・中国国

内でのガス販売事業の展開を目指します。

炭素では、業界トップのトレード基盤に国内外での新規投

融資を加え、収益基盤を一層拡充します。

また、新エネルギー・クリーンエネルギーの分野では、太

陽電池原料、ハイブリッドカー用電池原料、バイオ燃料など

の事業展開も推進します。

事業環境とAG Planにおける基本方針・重点戦略

中国を中心としたBRICsの経済成長により、石油需要の

増大や石炭・鉄鉱石・銅などの主要鉱物資源の世界的規模で

の需給逼迫化によって商品市況の底上げ感が広がっていま

す。また、投機資金の動向が市況に与えるインパクトが増大

しており、注意を要します。一方、石油価格の高値推移は代

替燃料の開発を促進すると見ています。

こうした環境のもと、質・量両面での業容拡充に向けた

「攻め」の姿勢を強めています。市況高騰により、資源権益

価額も上昇していますが、収益性を重視し、優良案件に絞り

込んだ投資を実施していきます。既存の４本柱である銅、石

炭、石油、LNGの増強を図ると同時に、金、ウラン、ニッケ

ル、亜鉛などの戦略的資源分野の開発にも取り組み、バラ

ンスの取れた上流権益ポートフォリオを一層強化し、収益基

盤の拡大と安定収益の確保を目指します。また、中流・下流

では、製造業・海外販売事業への参画により、機能強化とバ

リューチェーンの構築を図ります。
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年間約9万トンの銅精鉱（銅量では約2.8万トン）を生産するチリのオホス・デル・サ
ラド銅鉱山。周辺地区において探鉱も実施しており、新規開発へと発展することが

期待されています。

2005年10月に大阪ガスサミットリソーシズ㈱を通じ、ノルウェー領北海において石
油・ガス開発生産事業を行っている出光スノーレ石油開発㈱に資本参加しました。

（写真提供：出光スノーレ石油開発㈱）

2005年度は、銅では、世界最大の民間産銅会社である

Phelps Dodgeがチリで展開するオホス・デル･サラド銅鉱

山事業に住友金属鉱山㈱と資本参加しました。

アラスカのポゴ金鉱山では、建設工事が完了し、生産を開

始したほか、豪州石炭事業では、ロレストン炭鉱が出荷を開

始しました。

石油では、大阪ガス㈱と業務提携し、ノルウェー領北海で

の油田開発事業に出資しました。

また、今後のウラン供給量の減少が予測される中、ウラン

資源の確保を狙い、他商社に先駆けて、カザフスタンの国

有原子力会社が進める新たなウラン鉱山（ウエスト・ムイン

クドュック鉱床）の開発プロジェクトに参画しました。

2005年度の業績は、豪州石炭事業が好調に推移したほか、

買収した北海油田事業、メキシコ湾ガス田事業が貢献し、売

上総利益は前年度比135億円増の487億円となりました。ま

た、当期純利益も、前年度比80億円増の229億円へと大幅

に増加しました。

2005年度の実績と2006年度（AG Plan最終年度）の計画

2006年度は、銅・金では、インドネシアのバツヒジャウ銅・

金鉱山の中長期的な安定操業に取り組み、ペルーのセロ・

ベルデ銅鉱山及びポゴ金鉱山については早期の増産体制確

立を目指します。石炭は、豪州における既存炭鉱の安定操

業とあわせ、既得の未開発鉱区の開発に注力します。また

ロシア、中国における新規案件獲得も目指します。石油・ガ

スでは、開発済みの生産油田や開発会社への資本参加など

短中期収益の期待できる案件や、新規優良権益の獲得を目

指します。また、ウラン鉱山開発の推進に加え、ニッケル、

亜鉛などの新規開発案件にも取り組みます。LPGでは、業

界再編・淘汰が進む中、M&Aや営業権の買収を通じて、事

業基盤の拡大を目指します。

AG Plan期間中のリスクアセットは、上流資源権益取得を

中心に、620億円積み増し、2006年度末時点では、1,650億

円となる見通しです。AG Plan2年平均のリスク･リターンは、

17.4％となる見通しです。

業績ハイライト （億円）

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

売上総利益 301 316 271 352 487

持分法損益 17 22 60 101 116

当期純利益 24 39 71 149 229

基礎収益 31 45 66 150 222

総資産 2,667 3,095 3,457 4,971 6,182

（億円）

AA Plan AG Plan
（実績） （計画）

リスクアセット（04年度末、06年度末） 1,030 1,650

リスク・リターン（2年平均） 10.6% 17.4%
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森本　洋司 生活産業事業部門長

「食」の分野を中心に川下から川上まで収益基盤を構築

当事業部門は、衣・食・住の分野において、川下での事業基盤を活かし、川上に

至るまでの事業領域において、シナジーを追求しています。

特に「食」の分野において、サミット㈱を中核とした首都圏における食品スー

パー事業が収益の柱の1つです。また、安全・安心の確保を優先した食料の生産・

販売・品質管理の一気通貫ビジネスの展開に強みを有しています。中でも、青果の

輸入･販売を行う住商フルーツ㈱が取り扱うバナナのシェアは、日本総輸入量の約

20%です。このほかの食料では、食肉、野菜、肥料、糖質、穀物、油脂などを扱っ

ています。

また、食以外でも、ドラッグストア事業やアパレル、アクセサリーなどのブランド

事業、インテリア、自動車用サイドカーテン･エアバッグ用クッションの製造･販売等

の事業を展開しています。

食品スーパー事業については、サミット、㈱マミーマート

を核に首都圏を中心に事業基盤の拡大を目指します。サ

ミットでは、新規出店を年間5～7店舗に加速し、売場面積を

年間10％程度増加させ、収益力強化を目指します。また、

シナジー効果の期待できる新規の資本･業務提携先の発掘

にも注力します。

ブランド事業は、日本でドイツの高級織物ブランド

「FEILER」を販売する㈱モンリーブの収益基盤を拡大する

とともに、新たな収益の柱となるブランド事業の発掘・育成

を目指します。ファッションアパレル、バッグ・ジュエリー・ア

クセサリー、ホームファーニッシングを戦略分野と位置付け

て注力していきます。

また繊維事業では、自動車の安全対策として今後の需要

が期待される自動車のサイドカーテン・エアバッグ用クッショ

ンの製造販売会社の住商エアバッグ・システムズ㈱を立ち上

げ、2008年度における売上高100億円を目指して事業展開

していきます。

事業環境とAG Planにおける基本方針・重点戦略

国内の景気回復に伴って個人消費が回復傾向にあること

に加え、食に関する健康志向・安全志向の高まりや本物・ブ

ランドへの志向は依然強く、高付加価値商品・サービスに対

する需要は増大しています。一方で消費者の多様化した嗜

好や厳しい選別眼が規制緩和とも相俟って、衣・食・住分野

における競争を厳しくしています。

このような環境のもと、戦略分野の絞り込みと戦略的投

資の加速によって収益力を増強するとともに、外部環境に

左右されにくい安定収益基盤の確立を目指します。

食料事業では、食の安全・安心の確保を最優先課題とし、青

果、野菜、食肉を中心に、収益基盤の拡大を図ります。中でも

青果は、加工･物流･販売体制を確立し、強固なバリュー

チェーンの構築を目指します。また、加工食品は、ポーク･チキ

ン並びにビーフの食肉を加えた商品ラインの拡充に注力する

ことで取引先にとっての利便性を向上させます。

肥料事業は、既存の収益基盤をさらに安定・拡大するととも

に、国内外肥料事業のM&Aを通じて更なる事業基盤拡大を

目指します。
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住商エアバッグ・システムズのサイドカーテンエアバッグ最新鋭工場（長崎県）にお

ける超高速ジャガード織機。2006年1月に出荷を開始し、年産120万袋の生産能力
を有しています。今後も生産能力の増強を進め、年産400万袋前後でのフル操業を
目指します。

住商フルーツのダバオ産地（フィリピン）におけるパッキングハウス。日本の厳しい

品質基準に適合するバナナの選別作業や、消費者が購買するサイズへの切り出し及

びパッキング作業が行われています。その後の低温物流を含め、高品質商品の供

給体制が確立されています。

2005年度は、食品スーパー事業のサミットおよび調剤室

併設型ドラッグストアのトモズなどを運営する㈱住商ドラッグ

ストアーズの業績が堅調に推移しました。

バナナ事業では、フィリピンにおける栽培地拡大や積地設

備への投資により、産地からの一貫した供給体制の強化を

図りました。

肥料事業においては、新たに西豪州でディストリビュー

ターを買収し、将来の収益基盤を獲得しました。

また、コーチ・ジャパンの株式を売却し、タイムリーなバ

リュー実現を行いました。

このほか、住商エアバッグ・システムズが、サイドカーテ

ン・エアバッグ用クッションの商業生産を開始しました。

2005年度の業績は、モンリーブが通期で連結業績に寄与し

たことやサミットの売上が堅調だった一方、バナナ事業が販売

価格の低下によって低調となり、売上総利益は前年度比3億

円減の986億円となりました。一方、当期純利益はコーチ・ジャ

パンの株式売却によるバリュー実現が寄与し、前年度比103

億円増の149億円となりました。

2005年度の実績と2006年度（AG Plan最終年度）の計画
2006年度は、引き続きサミット、住商ドラッグストアーズの

業容拡大を軸に、食品スーパー事業、ドラッグストア事業の

収益基盤を拡大します。ドラッグストア事業では2006年6月

に東京都南西部でチェーン展開している㈱コーエイドラッグ

を買収しました。食料事業では、加工食品を扱う住商食品㈱

と食肉を扱う住商フレッシュミート㈱を統合して、住商フーズ

㈱を設立し、収益基盤の拡大を図ります。青果事業では、バ

ナナの国内販売数量シェアの一層の向上を目指し、産地で

の生産能力を更に拡大して、販売・流通インフラの整備を図

ります。ブランド事業では、ポスト・コーチとなる新規ブランド

事業の早期事業化を目指しており、そのひとつとして2006

年6月、㈱バーニーズジャパンの買収を決定しました。

AG Plan期間中のリスクアセットは、バナナ事業産地拡

大投資や新規ブランド事業投資を中心に100億円積み増

し、2006年度末時点では、950億円となる見通しです。

AG Plan2年平均のリスク･リターンは、11.7％となる見通

しです。

業績ハイライト （億円）

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

売上総利益 819 861 904 989 986

持分法損益 3 6 4 -3 -4

当期純利益 51 53 58 46 149

基礎収益 45 59 58 65 34

総資産 2,774 2,715 3,046 3,251 3,680

（億円）

AA Plan AG Plan
（実績） （計画）

リスクアセット（04年度末、06年度末） 850 950

リスク・リターン（2年平均） 7.1% 11.7%
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生活資材・
建設不動産

新井　壽彦 生活資材･建設不動産事業部門長

多くの事業が業界トップクラスの生活資材と総合力を発揮する建設不動産

当事業部門は、「生活資材」、「建設不動産」の2分野を事業領域としています。

生活資材分野では、タイヤ、生コン、木材建材、ウッドチップ、古紙などの事業を

展開しており、いずれもそれぞれの業界でトップクラスの実力を誇っています。中

でも、タイヤ事業は、米国最大の独立系小売ネットワークを保有しており、また木

材建材事業では、業界No.1の建材商社、集成材メーカー、金属系外壁材メーカー

を傘下に持っています。

建設不動産分野では、オフィスビルや商業施設の賃貸・運営事業とマンションな

どの住宅開発・分譲事業が柱です。また、これらの分野における専門性とコーディ

ネーション能力を発揮し、大型複合面開発事業も推進しています。更に、不動産再

生ビジネスやファンドビジネスも展開しています。

ループ企業間のシナジー効果を追求し、収益力の強化を目

指します。

セメントでは生コン事業の基盤を更に充実させるととも

に、物流機能の高度化も進め、業界No.1の地位を不動のも

のとします。

建設不動産分野では、都心部のオフィスビル需要が好転

し、マンション市場も好調を維持していますが、一方で好立

地での不動産価格の上昇が顕著となり、金利動向など、先

行きの不透明感も高まってきています。

こうした中、企画から開発、分譲・賃貸、管理・運営に至る

当社の「機能バリューチェーン」を一層強化し、オフィス・商

業施設・マンションの複合面開発事業を積極的に推進します。

また、従来から収益の柱であるビル･商業施設賃貸事業、

マンション分譲事業に加わる新たな収益の柱を目指して、不

稼働資産を再生する不動産再生ビジネス、ファンドビジネス

にも積極的に取り組んでいます。

事業環境とAG Planにおける基本方針・重点戦略

生活資材分野においては、国内市場が成熟し競争の激化

と業界の再編・統合が進む一方、海外では各分野で市場規

模の拡大と需要増が期待されます。

こうした環境のもと、競争力、優位性のある分野でサプラ

イソースの拡充や川下展開を進め、収益基盤の更なる拡大

を図ります。

米国の市販取替用タイヤ市場は日本の3.7倍の巨大市場規

模であり、人口増加、平均車齢の長期化、走行距離の増加など

で需要も年2～3%で成長しています。タイヤ事業では、米国で

小売事業を展開しているTBC CORPORATION（TBC）が、

新規出店を加速し、収益基盤の拡大を図っていきます。また長

年卸売事業を展開しているTreadways Corporationとのシ

ナジーも追求していきます。

木材建材事業ではロシアで森林認証（FSC）を取得した

資源の開発、及び生産基盤の拡大を進めるとともに、建材

商社の三井住商建材㈱、集成材メーカーのセブン工業㈱、

金属外壁材メーカーのアイジー工業㈱など各業界No.1のグ
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当社が推進している千里中央地区再整備事業。本事業は、高層住宅、医療・福祉施

設などを新規開発するとともに、既存の商業、文化施設もリニューアルするニュー

タウン再生の先導的プロジェクトと位置づけられています。

2005年11月に買収したTBC CORPORATIONの物流センター。TBCは自社及び
系列小売店、卸売店を対象に年間約22百万本のタイヤを販売し、約9%のシェアを
持つ北米最大の独立系タイヤマーケッターです。（2005年実績）

2005年度は、タイヤ事業で、米国の独立系小売店では最

多の店舗数を有するTBCを買収し、小売分野への進出を果

たしました。

木材建材事業ではロシアで新林区の開発に着手しており、

この結果、森林認証材の取扱量は着実に増加しています。

また、アイジー工業が金属サンドイッチパネル事業の拡充の

ため茨城県で工場・設備を買収しました。

セメント事業では九州地区で生コン工場を2件買収し、

合計8工場体制にするなど事業基盤を拡充しました。

不動産事業では、大阪の千里中央駅前の再整備事業コン

ペにおいて当社を代表とするグループの計画案が選定され、

住宅、商業施設及び医療・福祉施設などを複合整備する千

里中央駅前再整備事業に着手しました。また、東京都中央

区の高層マンション「THE TOKYO TOWERS」が、立地・設

備などを高く評価され、販売が好調でした。海外では、上海

においてマンション分譲事業に参入しました。

2005年度の業績は、TBCの買収やアイジー工業を子会社

2005年度の実績と2006年度（AG Plan最終年度）の計画

化したこと、マンションなど住宅販売の堅調を背景に、売上

総利益は前年度比175億円増の562億円となりました。当期

純利益は、124億円となり、横浜地区の賃貸用不動産を減損

処理した前年度から208億円の改善となりました。

2006年度は、タイヤ事業では、TBCとTreadwaysを中心

に、オペレーションの効率化と事業基盤の拡大を進めます。

木材建材事業では、ロシアにおける生産基盤を更に強化し、

また生コン事業では既存工場の効率化を進めるほか、新規

買収などにより一層の基盤拡大を目指します。

不動産事業では、引き続き当社のノウハウが活かせる大

型複合面開発案件を中心に取り組む中で、優良なリスクア

セットを積み増します。

AG Plan期間中のリスクアセットは、TBCの買収やオフィス

ビル・商業施設賃貸事業の拡大を通じて210億円積み増し、

2006年度末時点では、1,160億円となる見通しです。AG

Plan2年平均のリスク･リターンは、12.4％となる見通しです。

業績ハイライト （億円）

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

売上総利益 549 578 478 387 562

持分法損益 -1 3 5 8 11

当期純利益 29 -57 91 -84 124

基礎収益 21 66 23 59 99

総資産 6,325 6,028 6,153 6,061 5,877

（億円）

AA Plan AG Plan
（実績） （計画）

リスクアセット（04年度末、06年度末） 950 1,160

リスク・リターン（2年平均） 0.3% 12.4%
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金融・物流

柴原　誠 金融･物流事業部門長

総合商社の情報力やノウハウを活かした高付加価値機能を提供

当事業部門は、「金融」・「物流」という機能を提供し、総合商社の幅広い情報力

やノウハウ、ネットワークを活かした高付加価値ビジネスで差別化を図っています。

金融分野では、コモディティビジネスが実需を扱う強みも活かして貴金属・エネ

ルギーデリバティブ市場で約2割のシェアを有する国内最大手であるほか、オルタ

ナティブ投資（代替資産運用）特化型の投資顧問ビジネスや、直接投資・ファンド投

資にも注力しています。

物流分野では、近年ASEAN・中国など日系メーカーが急速に集積している地域で

の物流ネットワーク網の充実に注力、東南アジアに展開する工業団地、更には保険の

代理店・ブローカーを通じ、総合的かつ高い付加価値の機能を提供しています。

物流分野では、日本メーカーの、部品供給の国際拠点展

開を背景に、中国・東南アジアを中心とする原材料・部品な

どの物流マーケットが引き続き拡大しています。

こうした中、物流センターの新設など積極的に物流拠点

の拡充を進め、国内、中国を結んだアジア域内でのグロー

バルな物流ネットワークを構築し、部品調達物流の一括請負、

アパレル・雑貨等の集荷・保管・仕分けなどの一貫サービス

を提供するなど付加価値の高い物流ビジネスを推進します。

海外工業団地ビジネスでは、ベトナムにおけるタンロン工

業団地に続き、新規工業団地の開発に取り組みます。更に

新たな国、地域での展開も目指します。また、工業団地内に

は物流センターを設け、物流ビジネスと工業団地ビジネスの

シナジー効果を最大限に発揮しながら、物流マーケットの拡

大に対応していきます。

保険ビジネスでは、レンタキャプティブ事業（当社が設立

した海外再保険会社を利用してもらうサービス）を拡大して

いきます。

事業環境とAG Planにおける基本方針・重点戦略

金融分野では、日本の産業・社会構造の変化に伴って、投

資機会が一段と増大するとともに、個人資産運用残高の急

増と多様化により、オルタナティブ運用商品へのニーズも高

まっています。一方で、過熱感のある商品市況の動向、ゼロ

金利政策解除後の金利動向には注意が必要な情勢です。

こうした中、市況・金融商品を取り扱うコモディティビジネ

スでは、リスク管理手法の高度化と併行して、貴金属や燃料

等に加え、エネルギー・天候デリバティブ商品や排出権の取

り扱いなどで商品の多角化を進め、収益力を強化します。

投資顧問ビジネスは、ヘッジファンド型、商品インデックス

型など取扱商品の充実により多様な投資家ニーズに対応し、

受託資産の拡大を図ります。

直接投資・ファンド投資は引き続き、日本・アジア地域を中

心とした投資の拡大とポートフォリオの拡充を目指します。

また、総合商社の特色を活かし、他の商品事業部門と共同

した投資やビジネスの機会も追求します。

カード事業では、グループ会社を含め提携先を拡げ、事業

基盤を拡大していきます。
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中国の映像広告関連サービス会社への投資を実施しました。この会社は消費者向

け大型店舗内でデジタルメディアを中核とした総合的な販売プロモーションサービ

スを提供しています。当社の商品・マーケット・経営などに関するネットワークを活

用して、企業価値の向上を図ります。

ベトナムのハノイ近郊にてタンロン工業団地を開発・販売しています。第一期、第二

期の開発を完了し、日系製造企業61社が入居しています。現地では、17千人の雇
用と7.3億米ドルの輸出（2005年）を生み出しています。更に現在第三期の造成工
事に着手しました。

2005年度は、金融分野で、国内中古ゴルフショップや携帯

電話向けコンテンツ制作会社、中国における映像広告関連

会社などに対し、直接投資を実施しました。また、コモディ

ティビジネスでは、ロンドンに新会社を設立し、国際商品市

場において24時間取引ができる体制を整備しました。

物流分野では、国内では千葉県習志野市に、海外では中

国の上海市において新たな物流センターの新設に着手し、

物流拠点網の更なる拡大を進めています。海外工業団地ビ

ジネスでは、ベトナムのタンロン工業団地にて第2期開発区

画を完売し、第3期拡張工事に着手しました。

2005年度の業績は、コモディティビジネスが回復し、海外

工業団地の販売好調も寄与した結果、売上総利益は前年度

比80億円増の250億円となり、当期純利益は前年度比34億

円増の62億円となりました。

2005年度の実績と2006年度（AG Plan最終年度）の計画
2006年度は、金融分野では、コモディティビジネスにおい

て、ロンドンの新会社を中心に新規分野の事業を推進し、収

益力を強化します。投資顧問ビジネスでは提携先の拡大や、

新商品の開発・販売による受託資産残高の増大を目指すと

ともに、ファンドマネージャー並びに投資ファンドの育成事

業の立ち上げを目指します。直接投資・ファンド投資事業で

は、投資を加速し、ポートフォリオの拡充を進めます。

物流分野では、2006年4月にスミトランス・ジャパン㈱、住

商ロジスティクス㈱、オールトランス㈱の3社を統合した住

商グローバル・ロジスティクス㈱を核に、国内から海外まで

一貫した物流サービス体制とネットワークの拡大を図りま

す。海外工業団地ビジネスも、ベトナムを中心に拡大を継続

します。

AG Plan期間中のリスクアセットは、投資ビジネス、コモ

ディティビジネスの拡大を通じて270億円積み増し、2006年

度末時点では、470億円となる見通しです。AG Plan2年平

均のリスク･リターンは、17.8％となる見通しです。

業績ハイライト （億円）

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

売上総利益 145 155 157 170 250

持分法損益 6 11 11 15 23

当期純利益 16 20 24 28 62

基礎収益 19 20 20 28 75

総資産 1,542 1,615 1,935 2,328 4,708

（億円）

AA Plan AG Plan
（実績） （計画）

リスクアセット（04年度末、06年度末） 200 470

リスク・リターン（2年平均） 13.5% 17.8%
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世界に展開する住友商事グループのビジネス

地域別のビジネス構成

下のグラフは、過去３年間の基礎収益の推移を地域別に示

しており、毎年、各地域での収益が着実に増加しています。

国内、海外の比率は、2003年度はほぼ50％で拮抗していま

したが、2005年度には海外の収益比率が約60%まで上昇し

ました。特に、米国やアジアでの収益が大きく拡大しました。

地域別に主なビジネスを見ると、「日本」では、ケーブルテ

レビのジュピターテレコムや多チャンネル番組供給のジュピ

ターTVなどのメディア事業、サミットなどの食品スーパー事

業、マンション販売事業、住商リース･住商オートリースでの

リース事業など、安定した収益基盤が業績を支えています。

また、2005年10月には国内法人として3社目となる住友商

事九州株式会社が発足し、国内地域組織は関西、中部の2つ

のブロックと北海道、東北、九州の3つの独立法人の構成と

なり、地元密着型ビジネスに一層注力する体制が整いました。

国内地域組織では、家電･自動車分野などの地元の有力企業

に対する地域横断的な取り組みを積極的に展開しています。

中国を含む「アジア」では、自動車や家電メーカー向けに薄

板の加工・在庫・納入を行うスチールサービスセンターのネッ

トワークが業界最大規模を誇ります。また、インドネシアでの自

動車金融ビジネスやバツヒジャウ銅･金鉱山開発プロジェクト、

合成樹脂を中心とした化学品ビジネスなどが強固な収益基盤

を構成しています。加えて、インドネシア、ベトナム、フィリピン

での発電事業など、新たな収益の柱も構築されてきています。

中南米を含む「米州」では、鋼管･鋼材などの金属製品ビ

ジネス、建設機械ビジネス、住宅用塩ビパイプ製造･販売事

業などが好調に推移し、収益拡大に貢献しています。自動車

用タイヤビジネスでは、2005年11月に米国でのタイヤ小売

大手のTBC CORPORATION を買収して小売事業に進出、

長年行っていたタイヤ卸売事業を小売事業にまで展開し、ビ

ジネス基盤の拡充を図りました。米州でのビジネスの中核を

担う米国住友商事では、米国市場での更なるビジネス基盤

の拡大を目指して、優良なリスクアセットの積み増しを進め

ています。

基礎収益の地域別構成

668

51%

38%

日本 アジア 米州 欧州 その他
 大洋州

31% 16% 5% 5% 5%

38% 24% 21% 6% 6% 5%

28% 8% 5%
1%

7%

2003年度

2004年度

2005年度

（億円）

1,100

1,583

0 1,6001,200800400

（注1） 基礎収益＝（売上総利益－販売費及び一般管理費－利息収支＋受取配当金）×（1－税率）＋持分法損益（税率は2003年度は42％、2004年度以後は41％）
（注2） 関係会社の持分損益は、当該会社の所有国の利益とみなし、また、住友商事単体については、販売先の所在国毎に利益を振り分けて集計しています。

住友商事の重要なビジネス基盤の１つに、全世界に展開している約150の拠点網や800社を超える連結対象会社

からなるグローバルネットワークがあります。9つの事業部門と国内外の地域組織とがそれぞれの機能を発揮し、連携

を強化していくことで、コア事業をより一層強化する一方、世界各地の市場に密着した新たなビジネスの発掘･育成に

取り組んでいます。
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「欧州」･「大洋州」での収益も着実に増加しています。

「欧州」では、鋼管ビジネス、建設機械ビジネス、北海での

油田事業などが収益拡大に貢献しています。また「大洋州」

では、豪州での石炭事業が好調に推移しています。

成長地域への布石～ロシア･CIS、インド
特に大きな経済発展が期待できるロシアを中心とする

CIS、及びインドを「Focused Frontier」と位置づけ、地域

に根ざした新しいビジネスの開拓･構築に取り組んでいます。

まずロシアでは、無線ブロードバンド事業や携帯電話向けコ

ンテンツ配信事業などの通信事業に参入しました。また、今

後ますます盛んになる資源開発に伴って需要拡大が期待で

きる物流分野に着目し、貨車のリースビジネスを開始しまし

た。更に、今後のウラン供給量の減少が予測される中、カザ

フスタンでの新たなウラン鉱山開発プロジェクトに参画する

など、将来を見据えたビジネス基盤の構築にも取り組んで

います。インドでは、自動車関連ビジネス、電力プラントビジ

ネスなど、従来から取り組んでいるビジネスに加えて、代替

フロンの破壊事業など、温室効果ガスの排出削減に貢献す

るビジネスも推進しています。

広域運営体制の更なる拡充

住友商事グループがこれからも持続的に成長･発展を続け

ていくためには、9つの事業部門と地域組織とがより一層連

携を深め、商品戦略と地域戦略を共有･融合して全世界規模

で収益基盤の拡大を図っていくことが重要です。

こうした戦略の要として、まずは各地域組織がその機能を強

化し、地域発信型のビジネスの発掘･拡大でより主導的な役割

を果たすことが重要になってきています。各地域の市場･顧客

に密着した戦略の策定や経営資源の効率的かつ戦略的な配

分など、住友商事グループが持つ力を最大限に発揮することを

目指して、広域運営体制の拡充に努めています。

具体的には、米州、欧州には総支配人、中国には総代表、

中東、CIS、南米には支配人を配置して広域運営の体制整

備と強化を図っています。なお、2006年4月から、従来の東

南アジア総支配人を東南･南西アジア総支配人とし、広域運

営の範囲をインドを含む南西アジアにまで拡大しました。

これからも各地域での成長機会を確実に捉え、グローバ

ルネットワークを十分活用しながら総合力を発揮し、全世界

規模で収益基盤の拡大を目指していきます。

広域運営体制の推進

欧州総支配人による
広域運営

欧州

CIS支配人による
広域運営

CIS

中国総代表による
広域運営

中国

米州総支配人による
広域運営

米州

米州総支配人の下に
南米支配人を設置

南米

中東総支配人による
広域運営

中東

2006年4月
広域運営を南西アジアにも拡大し、
東南・南西アジア総支配人を設置

東南・南西アジア



資源･エネルギー
Sumisho Coal Australia 100.00 オーストラリアにおける石炭プロジェクトへの投資 45.6 105.2
ヌサ･テンガラ･マイニング 74.28 インドネシア・バツヒジャウ銅・金鉱山開発プロジェクトへの投融資（権益持分35%） 72.1 48.7
ペトロサミット･インベストメント 100.00 石油・天然ガス等の探鉱、開発、採取及び販売並びに同種事業に関する投融資 6.3 23.6
エルエヌジージャパン 50.00 LNG（液化天然ガス）事業及び関連投融資 7.0 15.0
SC Minerals America 100.00 米国・モレンシー銅鉱山/ポゴ金鉱山、チリ･カンデラリア/オホス・デル・サラド銅鉱山

への投資 8.4 13.9
Petro Summit 100.00 原油・石油製品のトレード 4.4 6.8

42 住友商事株式会社

2005年度末 2004年度 2005年度
持分比率 持分損益 持分損益
（％） 事業内容 （億円） （億円）

連結業績に与える影響が大きい関係会社

金属
SC Pipe Services 100.00 米国における鋼管製造・販売会社等への投資 5.9 20.3
Asian Steel 100.00 東南アジアにおけるスチールサービスセンター（鋼材加工・販売） 12.3 7.9
住商メタレックス 100.00 非鉄金属製品、建材、住設配管資材等の販売 5.7 7.8
住商鉄鋼販売 100.00 鉄鋼建材製品の販売 4.0 6.0

輸送機･建機
住商オートリース（注1） 100.00 自動車リース（2004年度末持分比率は52.90%） 30.1 43.3
Oto Multiartha 96.34 インドネシアにおける自動車販売金融 14.8 17.2
Summit Oto Finance 99.70 インドネシアにおける自動車販売金融 3.8 8.6
Sumisho Aircraft Asset Management 100.00 航空機リース事業 6.4 6.6

機電
Perennial Power Holdings 100.00 米国における発電所アセットの開発･保有･運営 8.8 13.3
MobiCom Corporation 30.00 モンゴルにおける総合通信サービス業 7.7 11.2

情報産業
ジュピターテレコム 25.93 CATV局の統括運営（2004年度末持分比率は26.43%） 32.8 52.8
ジュピターTV（旧ジュピター・プログラミング） 50.00 番組供給事業の統括運営 16.1 29.9
スミトロニクス 100.00 EMS事業、電子機器・部品等の販売 21.8 25.4
エム･エス･コミュニケーションズ 50.00 移動体通信･固定電話の端末販売・回線販売 13.1 20.7
住商情報システム（注2） 55.73 システムインテグレーション、IT関連ハードウェア・ソフトウェアの販売、

情報処理サービスの提供（2004年度末持分比率は50.86%） 15.8 8.4
住商エレクトロニクス（注2） ― ― 9.8

化学品
Cantex 100.00 塩化ビニールパイプの製造・販売 5.2 44.0
住友商事ケミカル（注3） 100.00 化成品、合成樹脂の国内･貿易取引 10.3 20.8
Summit Agro Europe 100.00 欧州における農薬販売会社への出資 5.7 6.5
The Hartz Mountain Corporation 96.30 米国におけるペット用品の製造･販売 5.8 -30.8

生活産業
サミット 100.00 食品スーパーマーケットチェーン 18.6 21.4
モンリーブ 99.00 ドイツの高級織物ブランドFEILERの総輸入元・企画・販売会社 5.2 10.6
住商フルーツ（注4） ― 青果物の輸入販売 14.8 6.0
住商ドラッグストアーズ 100.00 調剤併設型ドラッグストア・チェーン 1.9 5.3

生活資材･建設不動産
住商セメント 100.00 セメント・生コンクリート・コンクリート製品の販売 5.6 7.2
三井住商建材 50.00 建材の販売 2.2 3.6
TBC CORPORATION 100.00 米国におけるタイヤの卸売･小売販売 ― -1.9

金融・物流
住商ブルーウェル 100.00 損害保険・生命保険代理業 5.0 6.5
Thang Long Industrial Park 58.00 ベトナムにおける工業団地の開発･販売･運営・保守 2.2 5.8

海外現地法人
米国住友商事 100.00 輸出入及び卸売業 142.8 134.9
欧州住友商事ホールディング 100.00 輸出入及び卸売業 29.4 34.0
シンガポール住友商事 100.00 輸出入及び卸売業 9.5 31.3
在中国現地法人8社 ― 輸出入及び卸売業 10.8 26.5
オーストラリア住友商事 100.00 輸出入及び卸売業 7.3 11.0
台湾住友商事 100.00 輸出入及び卸売業 7.2 8.0

その他
住商リース 36.21 総合リース 54.9 61.8

（注1）住商オートリースは、2005年8月2日に株式交換により当社の完全子会社となりました。
（注2）住商情報システムと住商エレクトロニクスは2005年8月1日に合併し、住商情報システムを存続会社とし、住商エレクトロニクスは解散しました。2005年度の住商情報システムの金額は、

住商エレクトロニクスの業績を合算したものです。
（注3）住友商事プラスチックは住友商事ケミカル及び住商化学品中部と合併し、住友商事プラスチックを存続会社とし、住友商事ケミカル及び住商化学品中部は解散しました。尚、住友商事プ

ラスチックは会社名を住友商事ケミカルに変更しました。住友商事ケミカルの2004年度持分損益欄に記載されております金額は、合併前の住友商事プラスチックの2004年度実績です。
（注4）住商フルーツの金額には、事業関連会社の持分損益を含めて記載しております。
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